
 
 令 和 2 年 3 月 3 日 

大 臣 官 房 技 術 調 査 課 

総合政策局公共事業企画調整課 
国 土 技 術 政 策 総 合 研 究 所 

  
建設現場の生産性を向上する革新的技術の追加公募 

 
～５G 通信や現場画像データ等を活用した 
             革新的技術の開発を促進します～ 

 

 
国土交通省では、建設現場の生産性向上を目指す i-Construction と、統合イノベーション戦

略（H30.6.15 閣議決定）を受け、「建設現場の生産性を飛躍的に向上するための革新的技術の

導入・活用に関するプロジェクト」を平成 30 年度より開始しました。 
本プロジェクトは、建設現場において、革新的技術により施工データ等のリアルタイム取得・

解析を試行し、建設現場の飛躍的な生産性向上を目指します。 
このたび令和 2 年 3 月 3 日から 4 月 10 日の間で下記の通り追加の公募を行います。 
 

１．公募対象技術 
次の対象技術Ⅰ又はⅡの技術を公募します。なお、各技術は国土交通省等発注の既契約工

事の建設現場において、2020 年度に試行します。 
 
対象技術Ⅰ：第５世代移動通信システム等を活用して土木又は建築工事における施工 

の労働生産性の向上を図る技術 
対象技術Ⅱ：データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を図る技術 
 

２．公募スケジュール 
2020 年 3 月 3 日 公募開始 
2020 年 4 月 10 日 公募締切 
2020 年 6 月上旬（予定） 審査結果公表・通知 

 
※本公募に関する詳細は、下記の国土交通省ＨＰに掲載しております。 

http:// www.mlit.go.jp/report/press/ kanbo08_hh_000672.html 
 

国土交通省では、建設現場の施工の労働生産性や品質管理の高度化等を図る革新的技

術について令和 2 年 3 月 3 日～4 月 10 日の間、追加の公募を実施します。 

  

資料配布の場所 

1. 国土交通記者会 

2. 国土交通省建設専門紙記者会 

3. 国土交通省交通運輸記者会 

令和 2年 3月 3日同時配布 



 
問い合わせ先 

■問い合わせ先  

○国土交通省（代表）       03-5253-8111 

○大臣官房技術調査課       03-5253-8221（直通）、03-5253-1536（FAX） 

○総合政策局公共事業企画調整課  03-5253-8286（直通）、03-5253-1556（FAX） 

○国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 社会資本システム研究室     

029-864-7859（直通）、029-864-2547（FAX） 

 

（取組全般について） 大臣官房技術調査課 事業評価・保全企画官  辛嶋（内線 22353） 

大臣官房技術調査課 技術開発官       窪田（内線 22344） 

（技術Ⅰについて）  大臣官房技術調査課 課長補佐        菊田（内線 22343） 

総合政策局公共事業企画調整課 課長補佐   渡邉（内線 24933） 

（技術Ⅱについて）  大臣官房技術調査課 工事監視官       佐藤（内線 22306） 

総合政策局公共事業企画調整課 課長補佐   二瓶（内線 24921） 

（公募手続きについて）国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 

社会資本システム研究室 主任研究官     山口（内線 3732） 

 



公募期間
書類審査・ヒアリング
審査結果の公表・通知
契約締結

＜スケジュール＞
2020年3/3～4/10 
2020年5月上旬
2020年6月上旬
2020年7月上旬
＜応募要件＞
以下を含むコンソーシアム（予定者を含む）
国交省等の発注工事を受注している建設業者
IoT・AI等関連企業等（建設業者以外の者）
提案内容は、2020年度に現場で試行
取得データはクラウド環境等により、随時、発注者等と共有

＜技術提案内容＞
Ⅰ．第５世代移動通信システム等を活用して土木又は建築工事における施工の
労働生産性の向上を図る技術

• 土木又は建築工事の施工にあたり、５Ｇ通信等の革新的技術を活用し、建設機械等
の遠隔操縦の効率向上又は部分的な自動施工を実現する新技術等を試行することに
より労働生産性の向上（作業員の省人化、施工時間の短縮、休日の拡大等を指
す。）を図る技術の提案を求める。

Ⅱ．データを活用して品質管理の高度化等を図る技術
• 土木工事の施工にあたり、データを取得し、当該データを活用することにより現行の品質
管理手法を代替することができると見込まれる技術（現行基準における試験方法や数
値等の代替手法、監督・検査・確認の代替手法、書類の削減・簡素化及びこれらを通
じて品質自体の信頼性を高める手法等を含む。）の提案を求める。ただし、当該手法を
現場実装する際に、国土交通省が規定する各種基準が隘路になっているものに限る。

＜経費＞
人件費・機械費・情報通信費・設備費・広報費・その他経費等に充当

建設現場の生産性を飛躍的に向上するための
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト

• 建設現場からデジタルデータをリアルタイムに取得し、これを活用したIoT・AIをはじめとする新技術を試行することで、
建設現場の生産性を向上するプロジェクトを公募。



建設現場の生産性を飛躍的に向上するための 
革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト 

追加公募実施の公示 
 

令和２年３月３日 

 

  国土交通省大臣官房技術調査課長   

岡村 次郎  

 

次のとおり、応募書類の提出を招請します。 

 

１． 概要 

(1) 公募概要   
国土交通省では、全ての建設生産プロセスで ICT 等を活用する i-Construction を 

推進し、建設現場の生産性を 2025 年度までに 2割向上させることを目指しています。 

このため、公共土木工事において、様々な分野の知見を結集し、デジタルデータを 

リアルタイムに取得、これを活用した IoT、AI をはじめとする新技術を試行すること 

によって、建設現場の生産性を向上するための研究開発を促進する「建設現場の生産 

性を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」を 2018 

年度より開始しました。2019 年度は、2019 年 4月から公募しましたが、このたび 

2020 年 3月 3 日～4月 10 日の間で追加公募を行います。 

 

(2) 公募対象技術  
 

・技術Ⅰ：第５世代移動通信システム等を活用して土木又は建築工事における施工の 

労働生産性の向上を図る技術 

 

・技術Ⅱ：データを活用して土木工事における品質管理の高度化等を図る技術 

 

２． 応募要件等 

(1) 応募・試行要件 

1） 提案内容を国土交通省等が発注している工事（試行実施中に契約中または契約見込 

みである工事）の現場において 2020 年度末までに試行すること。なお、試行の内容や 

2)に示す取得データの取扱いについて、あらかじめ試行を行う工事の発注者の了解を 

得ること。 

2） 試行により取得するデータをクラウド環境等により随時、工事の発注者や(2)に示す 

コンソーシアムの構成員と共有すること。また、試行終了後、取得したデータを国土交 

通省に提出すること。 

なお、国土交通省以外の者が発注する工事において試行を実施する場合は、取得デー 

タを国土交通省に提出することを書面にて発注者に了解を取り、ヒアリング時にその書 

面を提出すること。提出する書面は任意の様式とする。 

 

(2) 資格要件等 

応募者は、国土交通省等の発注工事を受注している建設業者（建設業法第 3条第 1項 

の許可を受けて建設業を営む者）を含むコンソーシアム とし、以下の要件を満たすこ 

ととします。また、コンソーシアムの代表者は、提案内容に関する担当責任者を定める 

こととします。 



1） コンソーシアムの構成員には、建設業者のほかに、提案内容を実施するために必要な
者として、測量・調査・設計業務を行う企業、計測機器メーカー、IoT・AI・ロボット

等の技術開発・情報システム設計・運営等を行う企業、大学・研究機関等のいずれか

を含むこと。 

2） コンソーシアムの各構成員が、破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者、又は、
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 32条第

1項各号に掲げる者でないこと。 

3） コンソーシアムの各構成員の役割分担が明確であること。 
なお、応募時点で、コンソーシアムの設立は予定で構いませんが、提案内容が選定さ

れた場合で、契約締結までにコンソーシアムを設立できない場合、選定を無効とする

ことがあります。 

 

３．手続等 

(1) 担当部局 

〒305-0804 茨城県つくば市旭１ 

国土交通省国土技術政策総合研究所 

社会資本マネジメント研究センター社会システム研究室 

E-mail nil-kensys@mlit.go.jp 
(2) 公募要領の交付方法 

交付方法：下記の国土交通省 HP にて公開 

 http:// www.mlit.go.jp/report/press/ kanbo08_hh_000672.html 
(3) 応募書類の提出期限、場所及び方法 

① 期限：2020 年 4月 10 日（金） １７時００分（必着） 
② 場所：上記担当部局 
③ 方法：公募要領とともに交付される応募資料に基づき、コンソーシアムの代表者が 
 E-mail で提出すること。 

(4) 説明会の有無、日時及び場所等 

① 説明会の実施：無 
  

４．その他 

(1) 手続において使用する言語及び通貨：日本語及び日本国通貨に限る。 

(2) 関連情報を入手するための照会窓口：３(１)に同じ。 

(3) 提出された応募書類は、プロジェクトの選定以外の目的に無断で使用しない。 

(4) 実施者の選定は、学識経験者等からなるワーキンググループにおいて、書類審査及び 

応募者からのヒアリングを行った上で行う。 

なお、ヒアリングは新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から省略する場合が 

ある。詳細は別途通知する。 

(5) その他の詳細は公募要領による。 
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